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平成 30 年度採択予定 戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ） 
日本－ＥＵ共同研究 「災害初期対応技術」 

課題提案募集 
（提出期限：2018 年 8 月 24 日（金）午後 5 時） 

Ｉ 概要 

Ｉ－１． 日本―ＥＵ共同研究のための枠組 

２０１５年１０月に科学技術振興機構（以下、ＪＳＴ）と欧州委員会研究イノベーション総局との間

で交わされた書簡の下、ＪＳＴと欧州委員会は日本―ＥＵ共同研究の支援のための枠組を構築し、

「災害初期対応技術」をこの枠組にて支援する研究分野として設定いたしました。 

Ｉ－２． 日本―ＥＵ共同研究交流における日本の研究者支援プログラムの目的と研究分野 

本プログラムの目的は、「災害初期対応」分野での日本―ＥＵ間の共同研究を強化することに

より、この分野における世界的な研究成果を得、革新的な技術を創出することです。 

この分野は、社会の長期にわたる成長と持続性や安全性を実現するために、日本の研究者が

ＥＵのＨＯＲＩＺＯＮ２０２０プログラムに参加することが重要と考え、設定されたものです。 

具体的には、ＪＳＴは、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０における以下の公募分野に対して、研究提案の募集

を行います。 

Technologies for first responders (SU-DRS02-2018-2019-2020) 

・Sub-topic1：Victim detection technologies

・Sub-topic ： Open

（ ）内は、対応する HORIZON2020 の公募番号） 

HORIZON２０２０公募分野の募集ホームページ 

URL： 

https://ec.europa.eu/info/funding-tenders/opportunities/portal/screen/opportunities

日本と欧州の研究者が協力することにより、明確な相乗効果により付加的な価値が創出され

る研究提案であることが必要となります。すなわち、日本にはない分野/技術を有する EU 側研究

者との連携による効果的な共同作業が行えることが肝要となります。  

Ｉ－３． 応募資格 

ＪＳＴは、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０に参加する日本の研究者に対して支援を行うため、上記のＨＯＲＩＺ

ＯＮ２０２０当該分野の公募に応募するコンソーシアムの一員となる日本の研究者に対して提案を

http://ec.europa.eu/research/participants/portal/desktop/en/opportunities/h2020/topics/su-drs02-2018-2019-2020.html
http://ec.europa.eu/research/participants/portal/desktop/en/opportunities/h2020/topics/su-drs02-2018-2019-2020.html
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募集します。 

本公募への提案者は、国内の大学、研究機関、企業、自治体等の組織に所属していることで

す (提案者の国籍は問いません)。個別技術の研究開発者に限らず、エンドユーザの立場から実

証試験等を通じて研究開発に参画する方も応募可能です。また、以下の方も研究提案者として応

募できます。 

 現在、特定の研究機関に所属していない、もしくは海外の研究機関に所属している研究者

で、研究代表者として採択された場合、日本国内の研究機関に所属して研究を実施する

体制を取ることが可能な研究者。

また、提案者は、研究倫理教育に関するプログラムを予め受講していることが応募要件となり

ます。公募締め切り後３０日以内に受講済みであることが確認できない場合は、要件不備とみな

しますのでご注意ください。詳しくは別紙「日本側応募者への応募にあたっての注意事項」の「公

正な研究を目指して」の項をご覧ください。 

Ｉ－４． 日程と応募手順概略 

 ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０の該当の公募は、欧州委員会により実施されます。応募者の属する研究

機関（法人単位）として、コンソーシアムのコーディネーター（通常は欧州の機関）を通じたＨＯ

ＲＩＺＯＮ２０２０への申請が必要です。

 ＪＳＴによる支援を希望する日本側提案者は、２０１８年８月２４日（日本時間、予定）のＨＯＲＩ

ＺＯＮ２０２０側公募の締切に間に合うよう、コンソーシアムの代表者らと研究構想について協

議し、ＨＯRＩＺＯＮ２０２０プロジェクト申請のための参加機関登録など、必要な手続きを行って

ください。欧州側の応募に関しては、日本からの参加促進をしているナショナルコンタクトポイ

ントの公的サービスがご利用になれますので、必要な場合にはご参照ください。

ナショナルコンタクトポイント ホームページ <https://www.ncp-japan.jp/>

 日本側提案者によるＪＳＴへの申請も２０１８年８月２４日が締切です具体的なＪＳＴの申請手

続きは「ＩＩＩ 申請」の項をご参照ください。

ＩＩ ＪＳＴによる支援 

欧州委員会によって採択されたＨＯＲＩＺＯＮ２０２０コンソーシアムに参加し、且つＪＳＴによる選

考で高い評価を受けた日本の研究者に対して、ＪＳＴは支援を行います。 

（欧州委員会はＥＵ域内およびＨＯＲＩＺＯＮ２０２０によって定められた国の研究者を支援しま

す。） 

ＩＩ－１．一課題当たりの予算規模 

予算は活動内容により異なりますが、原則的には、研究期間（３６ヶ月～４２ヶ月を想定）総額で

６０百万円（直接経費の３０％の間接経費を含む）を上限とします。予算は、毎年一定でないご提

案も可能です。 
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本事業における予算上の制約から、各年度において配賦金額を調整することがあります。 

具体的な研究費の執行管理に関しては、ＳＩＣＯＲＰの事務処理説明書など委託研究に係る書

類をご参照ください。 

< https://www.jst.go.jp/inter/research/contract/contract.html> 

ＩＩ－２．期間 

共同研究開始から３年～３年半（３６ヶ月～４２ヶ月間）を基本としてご提案ください。 

ご提案の共同研究の支援開始は２０１９年春を予定しています。 

ＩＩ－３．具体的な支援の内容 

提案された日本－ＥＵ共同研究計画を実施するために必要な費用を支援します。予算費目は

物品費、旅費、人件費･謝金、その他となります 

応募状況にもよりますが、今回の公募では２研究分野併せて２～３課題程度を採択する予定で

す。 

ＩＩ－３．１ ａ)応募者所属研究機関とＪＳＴとの契約 

支援の実施にあたり、ＪＳＴは応募者所属機関（以下「研究機関」という。）との間で委託研究契

約を締結します。委託研究契約は共同研究期間内で年度ごとに更新します。 

契約締結に当たっては、本事業にかかわる一切の執行事務手続きを研究機関で実施していた

だくことを前提にしていますので、応募者は研究機関の担当部署とよくご相談ください。 

本事業により生じた知的財産権は、契約により産業技術力強化法第１９条（日本版バイドール

条項）、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律第２５条を適用し、原則として研究

者の所属する大学等に帰属させることが可能です。 

ＩＩ－３．１ ｂ)応募者所属研究機関と欧州委員会との契約 

欧州委員会にて採択されたＨＯＲＩＺＯＮ２０２０コンソーシアムに参加する研究者が所属する研

究機関は、欧州委員会研究と Grant Agreement を締結する必要があります。欧州側での契約に

係わる一切の執行事務手続きは、研究機関と欧州委員会間で実施していただくことを前提として

おります。詳細については、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０募集要領等をご確認ください。 

ＩＩ－３．２ コンソーシアム契約（国際共同研究契約）の締結 

実際に共同研究を実施するにあたり、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０プロジェクトに参加する日本および欧

州各国の研究機関全ての間で、プロジェクトにおける意思決定方式、共同研究開始時に既に保

有していた知的財産の取り扱い及び共同研究により新たに創出された知的財産の取り扱い（持分、

保護および利用に係る調整および資金負担、収入の分配など）やその他の成果（データ）の取り

扱い、秘密保持などに関して定める国際共同研究契約を締結することが義務付けられます。通常、

http://www.jst.go.jp/inter/sicorp/contract.html
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プロジェクトのコーディネーター機関が中心となって欧州委員会との Grant Agreement への署名

までの間に策定が進められますが、締結にあたっては一方的に日本側に不利な内容にならない

ように十分ご注意ください。欧州側のガイドラインは以下からご覧になれます。 

<https://ec.europa.eu/research/participants/data/ref/h2020/other/gm/h2020-guide-cons-

a_e n.pdf>

【共同研究契約書作成・締結時の注意点】 

共同研究契約書作成にあたっては以下の項目に注意し、各研究機関の知財部門や TLO

（Technology Licensing Organization:技術移転機関）と相談しながら作業を進めてください。 

なお、共同研究契約書への署名前に、研究代表者所属機関は JST が用意するチェックリ

ストを用いて研究代表者所属機関の責任で確認を行っていただきます。締結後には共同研

究契約書の写しを JST にご提出ください。 

1. 共同研究契約書は日本側研究機関と相手国側研究機関との間の責任で締結してくださ

い。その署名は各最高責任者によることが適切です（各機関の規定により正式に権限を

有することが確認できる場合は、その方の署名でも問題ありません。研究代表者／研究

担当者ご本人にはその権限がないことの方が一般的ですので、その点ご注意くださ

い）。

2. 共同研究契約書では以下の条項を入れることを推奨します。特に太字項目は大切で

す。

“Definition”（定義）

“Objective and plan”（目的及び計画）

“Confidentiality and Intellectual Property Rights”（守秘義務および知的財産権）

“Access to Genetic Resources”（生物遺伝資源へのアクセス）：共同研究の内容に依る

“Publication”（研究成果の公表）

“Dispute Resolution”（紛争の解決）

“Liability”(責任条項）

“Duration of the Agreement”（契約期間）

“Compliance with Laws and Regulations”（法・規則の準拠）

3. すべての研究機関が共同研究契約書を締結し、内容を遵守ください。研究代表者は、

共同研究契約書締結にあたり、所属機関の異なる共同研究者にその内容をお伝えい

ただき、必要に応じて共同研究者からその所属機関の知財部門にご相談いただいてく

ださい。日本及び相手国の代表研究機関のみならず、両国のすべての研究機関が共

同研究契約書を締結するようにお願いします。

4. 締結にあたっては一方的に日本側に不利な内容にならないように十分ご注意ください。

【共同研究契約書の参考例】

http://ec.europa.eu/research/participants/data/ref/h2020/other/gm/h2020-guide-cons-a_en.pdf
http://ec.europa.eu/research/participants/data/ref/h2020/other/gm/h2020-guide-cons-a_en.pdf
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ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０プロジェクトにおいては、通常欧州でよく使われる共同研究契約書のひ

な形が使用されますが、ＪＳＴが提供する参考例（ひな形）をＳＩＣＯＲＰのホームページより入

手する事も可能です。 

<https://www.jst.go.jp/inter/research/agreement/agreement.html> 

なお、前述の推奨記載条項以外の条項に関しては、各研究機関の知財担当部門とご相談

いただき必要ないと判断いただいたものは削除してもかまいません。また、参考例に記載の

ない条項であっても、必要な条項については、知財部門とのご相談あるいは当事者間の協

議により適宜追加してください。 

また、知的財産権の扱いの詳細は共同研究契約とは別個に、共同出願契約を締結してい

るケースが多いため、特許の場合について共同出願契約書のひな形も上記のＳＩＣＯＲＰホー

ムページに掲載してありますので必要に応じご参照ください。

ＩＩＩ 申請 

本提案募集に対する応募者は、ＪＳＴへ応募する際、コンソーシアムのコーディネーターから欧

州委員会に提出された申請書のコピーに加えて、以下の様式をご提出ください。 

ＩＩＩ－１ 申請書類の書式 

Form-1 申請概要（研究課題名、研究代表者、研究期間） 

Form-2 研究代表者情報（経歴（※）） 

Form-3 日本及びＥＵの共同研究者一覧 （（※※）） 

Form-4 コンソーシアム全体の計画概要－１０ページ以内－

Form-5 コンソーシアムにおける日本の計画の概要－６ページ以内－

Form-6 日本側研究グループが参加する意義及び参加により日本側研究グループが

得られるもの-1 ページ以内- 

Form-7 研究交流計画 

Form-8 年度毎の経費計画 

上記 Form1-8 に加えて、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０へ提出した申請書の写し（ＰＤＦ）を提出してくださ

い。 

（※）日本研究代表者およびＨＯＲＩＺＯＮ２０２０コンソーシアムの研究代表者の略歴を記述し

てください。その中には、学歴、職歴（所属機関と役職）、所属学会、及び最近 5 年間の

論文を含めてください。なお、Ａ４サイズの１枚以内でお願いします。 

（※※）日本研究代表者およびＨＯＲＩＺＯＮ２０２０コンソーシアムの研究代表者（コーディネー

ター）および、コンソーシアムに参加する主要な研究者の一覧を作成ください。その中に
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は、現在の所属機関と役職を含めてください。 

ＩＩＩ－２ 書式への記入 

上記１項の書式すべてについて必要事項を記入してください。 

ＩＩＩ－３ 研究者の申請書類の提出 

日本側の申請書類の提出締切日は２０１８年８月２４日午後５時（日本時間）です。日本側研究

者は府省共通研究開発管理システム（https://www.e-rad.go.jp/）を通じて応募してください。 

公募名：日 EU 共同研究「災害初期対応技術」 

ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０に対する申請は、コンソーシアムの研究代表者（コーディネーター）を中心に、

別途欧州委員会に対し提出してください。 

ＩＶ 提案書の評価 

ＩＶ－１． 評価手順 

ＪＳＴにて選任された専門家で構成される委員会にて全ての提案書が評価されます。この評価

結果を元に、ＪＳＴが支援する課題を選定します。 

また、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０「SU-DRS02-2018-2019-2020」にあげられる領域の公募に対して、日

本の研究者が参加するコンソーシアムが、欧州側で採択されることが条件となります。ＨＯＲＩＺＯ

Ｎ２０２０については、欧州委員会にて選定された専門家で構成される委員会にて評価されます。 

但し、参加するＨＯＲＩＺＯＮ２０２０コンソーシアムの提案が欧州委員会に採択されたとしても、

必ずしもＪＳＴに応募した提案が採択されるとは限りません。 

ＩＶ－２． 評価基準 

選考にあたっては以下の評価基準を適用します。 

1. 事業の趣旨（国際共通的な課題解決及び諸外国との連携を通じたわが国の科学技術力

の強化に資する成果を得ること）に合致していること。

2. 課題の目標及び計画が適切であること。

なお、本募集においては特に以下の観点からの評価を重視します。 

a. 期待される科学的な成果の、産業界や社会に対するインパクト

b. 日本にとって価値の高い研究であるか

c. 日本側研究グループが参加する意義、および共同研究により期待できる付加的な価値

があるか
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d. 研究目標のレベルは十分高く、実行計画は具体的に記述されているか

e. 日本側研究グループ、コンソーシアム内の他の研究グループ、それぞれの相補的な役割

分担が明確であるか

f. 予算計画は適切であるか

ＩＶ－３． 選定の通知 

支援プロジェクトの最終決定は２０１８年秋頃に応募者に通知する予定です。 

Ｖ 提案採択後の研究代表者の責務 

提案が採択された後、研究代表者と研究代表者の所属する研究機関は研究交流の実施や支

援費の使用にあたり、以下を遵守してください。 

Ｖ－１． 年度毎の進捗報告 

研究代表者は毎年度終了後速やかに共同研究の進捗状況報告を、また研究代表者の所属す

る大学等は支援費の経理報告をＪＳＴに提出していただきます。 

Ｖ－２． 研究終了報告 

研究代表者は国際共同研究期間が終了した時に期間内に実施した共同研究の終了報告を、

速やかにＪＳＴに提出していただきます。ＪＳＴは提出された報告書を基に事後評価を行います。 

日本側の申請者からのお問い合わせは、以下にお願いします。 

久保田 壮一（クボタ ソウイチ）、エング クレメント 

国立研究開発法人科学技術振興機構 国際部 

Phone +81(0)3-5214-7375 Fax +81(0)3-5214-7379 

Email jointeu@jst.go.jp 

ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０に関するお問い合わせは、ＨＯＲＩＺＯＮ２０２０のナショナルコンタクトポイントが

運営する下記のサイトよりお願いします。 

https://www.ncp-japan.jp/ 
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